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＝公布された規則のあらまし＝

◇鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則

１ 特定非営利活動法人の設立認証の申請書等について特定非営利活動促進法の一部改正に伴う所要の規定

の整備を行うこととした｡ (様式第１号､ 様式第11号関係)

２ 事業報告書等の提出は提出書に添付して行うこととするとともに､ 当該提出書の様式を定めることとし

た｡ (第７条､ 様式第５号の２関係)

３ その他所要の規定の整備を行うこととした｡

４ 施行期日等

(１) この規則は､ 平成15年５月１日から施行することとした｡

(２) 所要の経過措置を講ずることとした｡

◇鳥取県訓練手当支給規則の一部を改正する規則

１ 技能習得手当について､ 特定職種受講手当を廃止するとともに､ 受講手当の日額を500円 (現行 600円)

に引き下げることとした｡ (第２条､ 第６条関係)

２ 基本手当の日額を次のとおり引き下げることとした｡ (第４条関係)

３ その他所要の規定の整備を行うこととした｡

４ 施行期日等

(１) この規則は､ 雇用対策法施行規則の一部を改正する省令の施行の日から施行することとした｡ ただ

し､ ２は､ 平成15年５月１日から施行することとした｡

(２) 所要の経過措置を講ずることとした｡
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区分
金額

改正後 現 行

20歳以上の者
鳥取市の地域に居住する者 3,930円 3,940円

鳥取市以外の地域に居住する者 3,530円 3,540円

20歳未満の者 3,530円 3,540円

�����
平成15年４月30日(水)

号外第73号

毎週火･金曜日発行



◇鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

１ 動物取扱責任者の資格 (第５条の２関係)

知事が行う講習会を終了した者以外の動物取扱責任者の資格を次のとおり定めることとした｡

(１) 獣医師

(２) 学校教育法に基づく大学又は旧大学令に基づく大学において獣医学又は畜産学の課程を修めて卒業

した者

２ 動物取扱業の登録の申請 (第５条の３関係)

(１) 動物取扱業の登録に係る申請書の様式を定めることとした｡

(２) 動物取扱業の登録申請時に氏名等のほかに申請書に記載すべき事項を次のとおり定めることとした｡

ア 動物取扱業の具体的な内容

イ 営業開始予定年月日

(３) 動物取扱業の登録申請時に申請書に添付すべき書類を次のとおり定めることとした｡

ア 動物を飼育し､ 又は保管する設備､ 給水設備､ 施設又は設備の洗浄及び消毒に必要な設備並びにえ

さ等を保管する設備の配置を示した飼育施設の平面図

イ 飼育施設の立面図及び付近の見取図

ウ 動物取扱責任者が鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (以下 ｢条例｣ という｡) の規定による

要件を満たすことを証する書類

エ 特定動物を取り扱う場合にあっては､ 条例の規定による許可を受けたことを証する書類

３ 動物取扱業登録証 (第５条の４関係)

動物取扱業の登録証の様式を定めることとした｡

４ 動物取扱業の変更の登録等 (第５条の５関係)

(１) 動物取扱業の変更の登録を受けなくてもよい場合を次のとおり定めることとした｡

ア 主として取り扱う動物の数の変更であって､ 当該変更に係る数が10未満又は変更前の数の30パーセ

ント未満であるもの

イ 飼育施設の構造の変更のうち､ 動物を飼育し､ 又は保管する設備等の配置に係るものであって､ 当

該変更に係る部分の床面積が飼育施設の延べ床面積の30パーセント未満であるもの

ウ 飼育施設の規模の変更であって､ 当該変更に係る部分の床面積が変更前の延べ床面積の30パーセン

ト未満であるもの

(２) 動物取扱業の変更の登録を受けようとする条例に規定する登録業者 (以下 ｢登録業者｣ という｡)

が申請書に記載すべき事項を次のとおり定めることとした｡

ア 登録業者の氏名及び住所 (法人にあっては､ 名称､ 代表者の氏名及び主たる事務所の所在地)

イ 飼育施設を設置する事業所の名称及び所在地

ウ 登録番号

エ 変更予定年月日

オ 変更の理由

(３) 動物取扱業の変更に係る登録申請書の様式を定めることとした｡

(４) (３)の申請書に添付する書類は､ ２(３)アからエまでに掲げる書類のうち変更をしようとする事項

に係るものとすることとした｡

(５) 登録業者が氏名等の変更があったときに行う届出は､ 動物取扱業登録事項変更届を提出してしなけ

ればならないこととした｡

５ 登録業者の地位の承継の届出 (第５条の６関係)

(１) 登録業者の地位の承継に係る届出は､ 登録業者地位承継届を提出してしなければならないこととし

た｡

(２) (１)の届出書には､ 次に掲げる書類を添付しなければならないこととした｡
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ア 承継の原因が相続である場合にあっては､ 戸籍謄本

イ 承継の原因が相続である場合であって相続人が２人以上あるときは､ 届出者以外の相続人全員の同

意書

ウ 承継の原因が合併である場合にあっては､ 合併後存続する法人又は合併により設立された法人の登

記簿謄本

６ 飼育施設の使用の廃止の届出 (第５条の７関係)

飼育施設の使用の廃止に係る届出は､ 動物取扱業飼育施設使用廃止届を提出してしなければならないこ

ととした｡

７ 動物取扱業登録証の再交付の申請 (第５条の８関係)

動物取扱業登録証の再交付に係る申請は､ 動物取扱業登録証再交付申請書を提出してしなければならな

いこととした｡

８ 立入調査等を行う職員の身分を示す証明書 (第５条の９関係)

動物取扱業を営む者の飼育施設を設置する事業所等への立入調査等を行う職員の身分を示す証明書の様

式を定めることとした｡

９ その他

所要の規定の整備を行うこととした｡

10 施行期日等

(１) この規則は､ 平成15年５月１日から施行することとした｡

(２) 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例附則の動物取扱業登録証は､ ３の動

物取扱業登録証によるものとすることとした｡

◇鳥取県建設工事執行規則の一部を改正する規則

１ 県が行う建設工事で建設業法に規定するものについて請負者がその履行を遅滞した場合の損害金の額等

の算定における年率を年3.6パーセント (現行 8.25パーセント) とすることとした｡ (第58条の２､第59条､

第62条､ 第72条関係)

２ 施行期日等

(１) この規則は､ 平成15年５月１日から施行することとした｡

(２) 所要の経過措置を講ずることとした｡

規 則

鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成15年４月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第50号

鳥取県特定非営利活動促進法施行細則の一部を改正する規則

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線
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が引かれた部分が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が

存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後

部分を加える｡

次の表の改正後の欄中様式の表示に下線が引かれた様式を加える｡
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改正後 改正前

(設立認証申請書)

第２条 略

２ 前項の申請書に添付する法第10条第１項第１号､

第２号イ､ 第５号､ 第７号及び第８号に掲げる書類

は､ ２部提出しなければならない｡

(設立又は合併の登記の届出)

第４条 略

２ 前項の届出書には､ 登記したことを証する登記簿

謄本､ 法第10条第１項第１号に掲げる書類及び法第

14条において準用する民法 (明治29年法律第89号)

第51条第１項の設立の時の財産目録又は法第35条第

１項の財産目録を添付しなければならない｡

(事業報告書等の提出及び閲覧)

第７条 法第29条第１項の規定により提出する書類は､

２部とし､ 様式第５号の２の提出書を添付して提出

しなければならない｡

２～５ 略

(解散の認定の申請等)

第８条 略

２ 略

３ 法第40条において準用する民法第77条第２項の規

定による届出は､ 様式第８号の届出書に清算人の登

記をしたことを証する登記簿謄本を添付してしなけ

ればない｡

(合併認証申請書)

第11条 略

２ 前項の申請書に添付する法第10条第１項第１号､

第２号イ､ 第５号､ 第７号及び第８号に掲げる書類

は､ ２部としなければならない｡

様式第１号 (第２条関係)

特定非営利活動法人設立認証申請書

(設立認証申請書)

第２条 略

２ 前項の申請書に添付する法第10条第１項第１号､

第２号イ､ 第５号､ 第10号及び第11号に掲げる書類

は､ ２部提出しなければならない｡

(設立又は合併の登記の届出)

第４条 略

２ 前項の届出書には､ 登記したことを証する登記簿

謄本並びに法第10条第１項第１号及び第８号に掲げ

る書類を添付しなければならない｡

(事業報告書等の提出及び閲覧)

第７条 法第29条第１項の規定により提出する書類は､

２部提出しなければならない｡

２～５ 略

(解散の認定の申請等)

第８条 略

２ 略

３ 法第40条において準用する民法 (明治29年法律第

89号) 第77条第２項の規定による届出は､ 様式第８

号の届出書に清算人の登記をしたことを証する登記

簿謄本を添付してしなければない｡

(合併認証申請書)

第11条 略

２ 前項の申請書に添付する法第10条第１項第１号､

第２号イ､ 第５号､ 第10号及び第11号に掲げる書類

は､ ２部としなければならない｡

様式第１号 (第２条関係)

特定非営利活動法人設立認証申請書
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職氏名 様

特定非営利活動促進法第10条第１項の規定により､

特定非営利活動法人を設立することについて認証を

受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

郵便番号

住所又は居所
申請者

氏 名 �

電話番号

記

１～５ 略

注 略

添付書類

１ 略

２ 役員名簿 (役員の氏名及び住所又は居所並びに

各役員についての報酬の有無を記載した名簿をい

う｡) (２部)

３ 各役員が特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣ と

いう｡) 第20条各号に該当しないこと及び法第21

条の規定に違反しないしないことを誓約し､ 並び

に就任を承諾する書面の謄本

４ 略

５ 略

６ 略

７ 略

８ 略

９ 設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画

書 (２部)

10 設立当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算

職氏名 様

特定非営利活動促進法第10条第１項の規定により､

特定非営利活動法人を設立することについて認証を

受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

郵便番号

住所又は居所
申請者

氏 名 �

電話番号

記

１～５ 略

注 略

添付書類

１ 略

２ 役員名簿 (２部)

３ 各役員の就任承諾書

４ 略

５ 特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣ という｡)

第20条各号に該当しないこと及び法第21条の規定

に違反しないことを各役員が誓う旨の宣誓書の謄

本

６ 役員のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書

面

７ 略

８ 略

９ 略

10 設立者名簿

11 略

12 設立当初の財産目録

13 設立当初の事業年度を記載した書面 (事業年度

を設ける場合のみ｡)

14 設立の初年及び翌年 (事業年度を設ける場合に

は､ 当初の事業年度及び翌事業年度｡ 以下同じ｡)

の事業計画書 (２部)

15 設立の初年及び翌年の収支予算書 (２部)
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書 (２部)

様式第３号 (第５条関係)

特定非営利活動法人役員変更等届出書

職氏名 様

下記のとおり役員の変更等があったので､ 特定非

営利活動促進法第23条第１項の規定により､ 届け出

ます｡

年 月 日

郵便番号

住 所

届出者 名 称

代表者の氏名 �

電話番号

記

略

注 略

添付書類

役員が新たに就任した場合 (任期満了と同時に再

任された場合を除く｡) は､ 当該役員について､ 住

所又は居所を証する書面並びに特定非営利活動促進

法第20条各号に該当しないこと及び同法第21条の規

定に違反しないことを誓約し､ 並びに就任を承諾す

る書面の謄本

様式第４号 (第６条関係)

特定非営利活動法人定款変更認証申請書

職氏名 様

特定非営利活動促進法第25条第３項の規定により､

当法人の定款を変更することについて認証を受けた

いので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

郵便番号

住 所

申請者 名 称

代表者の氏名 �

様式第３号 (第５条関係)

特定非営利活動法人役員変更等届出書

職氏名 様

下記のとおり役員の変更等があったので､ 特定非

営利活動促進法第23条第１項の規定により､ 届け出

ます｡

年 月 日

郵便番号

住 所

届出者 名 称

代表者の氏名 �

電話番号

記

略

注 略

添付書類

役員が新たに就任した場合 (任期満了と同時に再

任された場合を除く｡) は､ 当該役員について､ 就

任承諾書及び住所又は居所を証する書面並びに特定

非営利活動促進法第20条各号に該当しないこと及び

同法第21条の規定に違反しないことを誓う旨の宣誓

書の謄本

様式第４号 (第６条関係)

特定非営利活動法人定款変更認証申請書

職氏名 様

特定非営利活動促進法第25条第３項の規定により､

当法人の定款を変更することについて認証を受けた

いので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

郵便番号

住 所

申請者 名 称

代表者の氏名 �
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電話番号

記

１～３ 略

注 略

添付書類

１及び２ 略

３ 定款の変更が特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣

という｡) 第11条第１項第３号又は第11号に掲げ

る事項に係る変更を含むものであるときは､ 当該

定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度

の事業計画書及び収支予算書 (２部)

４ 略

５ 所轄庁の変更を伴う定款変更の場合には､ 次の

書類

(１) 役員名簿 (役員の氏名及び住所又は居所並

びに各役員についての報酬の有無を記載した名

簿をいう｡) (２部)

(２) 法第２条第２項第２号及び法第12条第１項

第３号に該当することを確認したことを示す書

面

(３) 直近の法第28条第１項に規定する事業報告

書等 (設立後当該書類が作成されるまでの間は

法第14条において準用する民法第51条第１項の

設立の時の財産目録､ 合併後当該書類が作成さ

れるまでの間は法第35条第１項の財産目録)

様式第５号の２ (第７条関係)

特定非営利活動法人事業報告書等提出書

職氏名 様

特定非営利活動促進法第29条第１項の規定により､

下記の書類を提出します｡

年 月 日

郵便番号

住 所

提出者 名 称

代表者の氏名 �

電話番号

記

電話番号

記

１～３ 略

注 略

添付書類

１及び２ 略

３ 略

４ 所轄庁の変更を伴う定款変更の場合には､ 次の

書類

(１) 役員名簿 (２部)

(２) 特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣ という｡)

第２条第２項第２号及び法第12条第１項第３号

に該当することを確認したことを示す書面

(３) 直近の法第28条第１項に規定する事業報告

書等 (設立後当該書類が作成されるまでの間は

法第10条第１項第８号に掲げる書類､ 合併後当

該書類が作成されるまでの間は法第35条第１項

の財産目録)
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注

１ 用紙の大きさは､ 日本工業規格Ａ列４番とする

こと｡

２ 特定非営利活動に係る事業のほか､ その他の事

業を行う場合には､ それぞれ特定非営利活動に係

る事業の財産目録､ 貸借対照表及び収支計算書と

区分して作成すること｡

３ ５に掲げる書類には､ 前事業年度において役員

であったことがある者全員の氏名及び住所又は居

所並びにこれらの者についての前事業年度におけ

る報酬の有無を記載すること｡

４ ７から９までに掲げる書類は､ 前事業年度にお

いて定款の変更があった場合に提出すること｡

様式第11号 (第11条関係)

特定非営利活動法人合併認証申請書

職氏名 様

特定非営利活動促進法第34条第３項の規定により､

特定非営利活動法人が合併することについて認証を

受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

(甲)

郵便番号

住 所

名 称

様式第11号 (第11条関係)

特定非営利活動法人合併認証申請書

職氏名 様

特定非営利活動促進法第34条第３項の規定により､

特定非営利活動法人が合併することについて認証を

受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

年 月 日

(甲)

郵便番号

住 所

名 称

提出書類 提出部数

１ 前事業年度の事業報告書 ２部

２ 前事業年度の財産目録 ２部

３ 前事業年度の貸借対照表 ２部

４ 前事業年度の収支計算書 ２部

５ 前事業年度の役員名簿 ２部

６ 前事業年度の社員のうち10人以上の

者の氏名 (法人にあっては､ その名称

及び代表者の氏名) 及び住所又は居所

を記載した書面

２部

７ 記載事項に変更があった定款 ２部

８ 定款の変更に係る認証に関する書類

の写し
２部

９ 定款の変更に係る登記に関する書類

の写し
２部
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代表者の氏名 �

申請者 電話番号

(乙)

郵便番号

住 所

名 称

代表者の氏名 �

電話番号

記

１～５ 略

注 略

添付書類

１及び２ 略

３ 役員名簿 (役員の氏名及び住所又は居所並びに

各役員についての報酬の有無を記載した名簿をい

う｡) (２部)

４ 各役員が特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣ と

いう｡) 第20条各号に該当しないこと及び法第21

条の規定に違反しないことを誓約し､ 並びに就任

を承諾する書面の謄本

５ 略

６ 略

７ 略

８ 略

９ 合併当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画

書 (２部)

10 合併当初の事業年度及び翌事業年度の収支予算

書 (２部)

代表者の氏名 �

申請者 電話番号

(乙)

郵便番号

住 所

名 称

代表者の氏名 �

電話番号

記

１～５ 略

注 略

添付書類

１及び２ 略

３ 役員名簿 (２部)

４ 各役員の就任承諾書

５ 略

６ 特定非営利活動促進法 (以下 ｢法｣ という｡)

第20条各号に該当しないこと及び法第21条の規定

に違反しないことを各役員が誓う旨の宣誓書の謄

本

７ 役員のうち報酬を受ける者の氏名を記載した書

面

８ 略

９ 略

10 略

11 合併設立者名簿

12 合併当初の財産目録

13 合併当初の事業年度を記載した書面 (事業年度

を設ける場合のみ)

14 合併の初年及び翌年 (事業年度を設ける場合に

は､ 当初の事業年度及び翌事業年度｡ 以下同じ｡)

の事業計画書 (２部)

15 合併の初年及び翌年の収支予算書 (２部)



(施行期日)

１ この規則は､ 平成15年５月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の際事業年度を設けていない特定非営利活動法人 (特定非営利活動法人の設立認証の申請に

係る団体を含む｡) についての当初の事業年度の開始の日の前日までの期間に係る改正後の鳥取県特定非営利

活動促進法施行細則様式第５号の２及び様式第11号の規定の適用については､ 様式第５号の２中 ｢前事業年度｣

とあるのは ｢前年｣ と､ 様式第11号中 ｢合併当初の事業年度及び翌事業年度｣ とあるのは ｢合併の初年及び翌

年｣ とする｡

鳥取県訓練手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成15年４月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第51号

鳥取県訓練手当支給規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県訓練手当支給規則 (昭和42年鳥取県規則第11号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下この条において ｢移動項｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下この条において ｢移動後項｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動項を当該移動後項とし､ 移動項に対応する移動後項が存在しない場合には､ 当該移動項 (以

下この条において ｢削除項｣ という｡) を削る｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び削除項を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正

後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削る｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下この条において ｢改正表｣ という｡) を当該改正表に

対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める｡

鳥 取 県 公 報 (号外)第73号平成15年４月30日 水曜日10

改正後 改正前

(給付金の種類)

第２条 県が支給する法第18条第２号の給付金は､ 基

本手当､ 技能習得手当 (受講手当及び通所手当とす

る｡) 及び寄宿手当 (以下 ｢訓練手当｣ という｡) と

する｡

(訓練手当の支給対象者)

第３条 訓練手当は､ 公共職業安定所長の指示により

公共職業能力開発施設の行う職業訓練 (以下 ｢公共

職業訓練｣ という｡) を受けている次の各号のいず

れかに該当する求職者及び求職者を作業環境に適応

させる訓練 (以下 ｢職場適応訓練｣ という｡) を受

(給付金の種類)

第２条 県が支給する法第18条第２号の給付金は､ 基

本手当､ 技能習得手当 (受講手当､ 特定職種受講手

当及び通所手当とする｡) 及び寄宿手当 (以下 ｢訓

練手当｣ という｡) とする｡

(訓練手当の支給対象者)

第３条 訓練手当は､ 公共職業安定所長の指示により

公共職業能力開発施設の行う職業訓練 (以下 ｢公共

職業訓練｣ という｡) を受けている次の各号のいず

れかに該当する求職者及び求職者を作業環境に適応

させる訓練 (以下 ｢職場適応訓練｣ という｡) を受
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けている次の各号のいずれかに該当する求職者に対

して支給する｡

(１)～(５) 略

(６) 雇用対策法施行規則 (昭和41年労働省令第23

号) 第１条第１項第７号イ(１)から(４)までのい

ずれにも該当する者

(７)～(15) 略

２ 訓練手当は､ 前項の規定に該当する者のほか､ 農

業構造の改善に伴い農業従事者以外の職業に就こう

とする農業従事者 (他の安定した職業に就いている

者を除く｡) で雇用対策法施行規則第１条第１項第

７号イ(２)及び(４)に該当するものであって､ 公共

職業能力開発施設の行う短期課程 (職業に必要な相

当程度の技能及びこれに関する知識を習得させるた

めのものに限る｡) の普通職業訓練を受け､ 又は公

共職業安定所長の指示により職業適応訓練を受けて

いるものに対して支給する｡

(基本手当)

第４条 略

２ 基本手当の日額は､ 支給対象者の居住する次の各

号に掲げる地域の区分に応じて､ それぞれ当該各号

に掲げる者とする｡

(１) 鳥取市の地域 3,930円

(２) 前号に掲げる地域以外の地域 3,530円

３ 前項の規定にかかわらず､ 20歳未満である支給対

象者に対して支給する基本手当の日額は､ 3,530円

とする｡

(技能習得手当)

第６条 略

２ 受講手当の日額は､ 500円とする｡

けている次の各号のいずれかに該当する求職者に対

して支給する｡

(１)～(５) 略

(６) 雇用対策法施行規則 (昭和41年労働省令第23

号) 第１条第１項第８号イ(１)から(４)までのい

ずれにも該当する者

(７)～(15) 略

２ 訓練手当は､ 前項の規定に該当する者のほか､ 農

業構造の改善に伴い農業従事者以外の職業に就こう

とする農業従事者 (他の安定した職業に就いている

者を除く｡) で雇用対策法施行規則第１条第１項第

８号イ(２)及び(４)に該当するものであって､ 公共

職業能力開発施設の行う短期課程 (職業に必要な相

当程度の技能及びこれに関する知識を習得させるた

めのものに限る｡) の普通職業訓練を受け､ 又は公

共職業安定所長の指示により職業適応訓練を受けて

いるものに対して支給する｡

(基本手当)

第４条 略

２ 基本手当の日額は､ 支給対象者の居住する次の各

号に掲げる地域の区分に応じて､ それぞれ当該各号

に掲げる者とする｡

(１) 鳥取市の地域 3,940円

(２) 前号に掲げる地域以外の地域 3,540円

３ 前項の規定にかかわらず､ 20歳未満である支給対

象者に対して支給する基本手当の日額は､ 3,540円

とする｡

(技能習得手当)

第６条 略

２ 受講手当の日額は､ 600円とする｡

３ 技能習得手当のうち特定職種受講手当は､ 支給対

象者が昭和50年労働省告示第24号 (雇用対策法施行

規則の規定に基づき労働大臣が定める職種を定める

等の件) に規定する職種に係る職業訓練 (委託訓練

及び速成訓練を含む｡) で公共職業能力開発施設が

行うものを受ける期間の日数に応じて支給する｡

４ 特定職種受講手当の月額は､ 2,000円とする｡ た

だし､ 第４条第１項ただし書の規定により基本手当

を支給されない日のある月の特定職種受講手当の月

額はその日数のその月の現日数に占める割合を2,000

円に乗じて得た額を減じた額とする｡
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３ 略

４ 略

５ 略

６ 略

７ 第４条第１項ただし書の規定による基本手当を支

給されない日のある月の通所手当の月額は､ 第４項

の規定にかかわらず､ その日数のその月の現日数に

占める割合を同項の規定による額に乗じて得た額を

減じた額とする｡

(調整)

第９条 訓練手当の支給を受けることができる者が､

次の各号に掲げる給付の支給を受けることができる

場合には､ 訓練手当は､ 支給しない｡ ただし､ その

者が第２号から第５号までに掲げる給付 (雇用対策

法施行規則第２条第２項第１号から第８号の３まで

のいずれかに該当する者以外の者にあっては､ 第１

号に掲げる給付を含む｡) の支給を受けることがで

きる場合であって､ 当該給付の額が当該給付金に対

応するこの規則に定める手当の額に満たないときは､

その差額を支給する｡

(１)～(６) 略

２ 略

様式第１号 (第11条関係)

その１

備考 略

その２

５ 略

６ 略

７ 略

８ 略

９ 第４条第１項ただし書の規定による基本手当を支

給されない日のある月の通所手当の月額は､ 第６項

の規定にかかわらず､ その日数のその月の現日数に

占める割合を同項の規定による額に乗じて得た額を

減じた額とする｡

(調整)

第９条 訓練手当の支給を受けることができる者が､

次の各号に掲げる給付の支給を受けることができる

場合には､ 訓練手当は､ 支給しない｡ ただし､ その

者が第２号から第５号までに掲げる給付 (雇用対策

法施行規則第２条第２項第１号から第８号の２まで

のいずれかに該当する者以外の者にあっては､ 第１

号に掲げる給付を含む｡) の支給を受けることがで

きる場合であって､ 当該給付の額が当該給付金に対

応するこの規則に定める手当の額に満たないときは､

その差額を支給する｡

(１)～(６) 略

２ 略

様式第１号 (第11条関係)

その１

備考 略

その２

訓練手当受給資格認定申請書

年 月 日

職 氏 名 様

申請者 �

訓練手当の支給を受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

記

① 申請する手当

の種類 ※
基本手当

技能習得手当 (受講

手当)
寄宿手当

略

訓練手当受給資格認定申請書

年 月 日

鳥取県知事 様

申請者 �

訓練手当の支給を受けたいので､ 下記のとおり申請します｡

記

① 申請する手当

の種類 ※
基本手当

技能習得手当

寄宿手当
受講手当

特定職種

受講手当

略

訓練手当受給資格認定申請書

(通所手当関係)

年 月 日

職 氏 名 様

住 所
申請者

氏 名 �

訓練手当受給資格認定申請書

(通所手当関係)

年 月 日

鳥取県知事 様

住 所
申請者

氏 名 �



第２条 鳥取県訓練手当支給規則の一部を次のように改正する｡

様式第３号を次のように改める｡
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備考 略

様式第２号 (第11条関係)

備考 略

備考 略

様式第２号 (第11条関係)

備考 略

略

訓練手当受給資格認定書

略

訓練手当の
種類

基本手当
技能習得手当

寄宿手当 備考
受 講 手 当 通 所 手 当

日額 円 日額 円 月額 円 月額 円

略

訓練手当受給資格認定書

略

訓練手当の
種類

基本手当
技能習得手当

寄宿手当 備考
受講手当 特定職種

受講手当 通所手当

日額 円 日額 円 月額 円 月額 円 月額 円

略

通所手当の支給を受けたいので､ 下

記のとおり申請します｡

通所の開始年月日

年 月 日

略

通所手当の支給を受けたいので､ 下

記のとおり申請します｡

通所の開始年月日

年 月 日



鳥 取 県 公 報 (号外)第73号平成15年４月30日 水曜日14

様
式
第
３
号
(第
12
条
関
係
)

訓
練
手
当
支
給
申
請
書
(

年
月
分
)

年
月

日

職
氏
名

様

下
記
の
と
お
り
訓
練
手
当
の
支
給
を
申
請
し
ま
す
｡

記

① 氏
名

�

②
訓
練
が
行
わ
れ
な
か
っ
た
日

日
基
本
手
当

技
能
習
得
手
当

寄
宿
手
当

合
計
金
額

③
訓
練
を
受
け
な
か
っ
た
日

④ 家
族
と
別
居

し
て
寄
宿
し

て
い
な
い
日

⑤ 備
考

日
額 円

日
数 日

月
額 円

受
講
手
当

通
所
手
当

日
数 日

月
額 円

疾
病
又
は
負

傷
に
よ
る
場

合

天
災
そ
の
他

の
や
む
を
得

な
い
理
由
に

よ
る
場
合

や
む
を
得
な

い
理
由
が
な

い
場
合

日
額 円

日
数 日

月
額 円

日
数 日

月
額 円

上
記
の
記
載
事
項
に
誤
り
の
な
い
こ
と
を
証
明
す
る
｡

年
月

日

訓
練
を
行
う
施
設
の
所
在
地

訓
練
を
行
う
施
設
の
長
の
職
氏
名

印

備
考
１
①
欄
は
､
氏
名
を
自
署
す
る
場
合
に
は
､
押
印
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
｡

２
②
欄
か
ら
④
欄
ま
で
は
､
該
当
す
る
日
を
記
入
す
る
こ
と
｡

３
⑤
欄
は
､
②
欄
か
ら
④
欄
ま
で
の
日
に
つ
い
て
の
具
体
的
事
情
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
記
入
す
る
こ
と
｡



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 雇用対策法施行規則の一部を改正する省令 (平成15年厚生労働省令第85号) の施行の日から施

行する｡ ただし､ 第４条の改正及び附則第３項の規定は､ 平成15年５月１日から施行する｡

(経過措置)

２ 改正後の鳥取県訓練手当支給規則 (以下 ｢新規則｣ という｡) 第２条､ 第６条及び様式第１号から様式第３

号までの規定 (技能習得手当に係る部分に限る｡) は､ この規則の施行の日 (以下 ｢施行日｣ という｡) 以後の

職業訓練を受ける日に係る技能習得手当の支給について適用し､ 施行日前の職業訓練を受けた日に係る技能習

得手当の支給については､ なお従前の例による｡

３ 新規則第４条の規定は､ 平成15年５月１日以後の職業訓練を受ける日に係る基本手当の支給について適用し､

平成15年５月１日前の職業訓練を受けた日に係る基本手当の支給については､ なお従前の例による｡

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成15年４月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第52号

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則 (平成14年鳥取県規則第13号) の一部を次のように改

正する｡

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢削除条｣ という｡) を削り､ 同表の改正後の欄

中条の表示に下線が引かれた条を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (削除条を除く｡) を削る｡
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改 正 後 改 正 前

(飼い犬を飼育している旨の標識)

第５条 略

(動物取扱責任者の資格)

第５条の２ 条例第10条の３第２項の規則で定める者

は､ 次の各号のいずれかに該当する者とする｡

(１) 獣医師

(２) 学校教育法 (昭和22年法律第26号) に基づく

大学又は旧大学令 (大正７年勅令第388号) に基

づく大学において獣医学又は畜産学の課程を修め

て卒業した者

(動物取扱業の登録の申請)

第５条の３ 条例第10条の４第２項の申請書は､ 様式

第２号の２によるものとする｡

(飼い犬を飼育している旨の標識)

第５条 略
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２ 条例第10条の４第２項第８号の規則で定める事項

は､ 次に掲げるとおりとする｡

(１) 条例第２条第６号に規定する動物取扱業の具

体的な内容

(２) 営業開始予定年月日

３ 条例第10条の４第３項の規則で定める書類は､ 次

に掲げるとおりとする｡

(１) 動物を飼育し､ 又は保管する設備､ 給水設備､

施設又は設備の洗浄及び消毒に必要な設備並びに

えさ等を保管する設備の配置を示した飼育施設

(条例第２条第４号に規定する飼育施設をいう｡

以下同じ｡) の平面図

(２) 飼育施設の立面図及び付近の見取図

(３) 条例第10条の３第１項の動物取扱責任者が同

条第２項に規定する者に該当するものであること

を証する書類

(４) 特定動物を取り扱う場合にあっては､ 条例第

11条第１項の規定による許可を受けたことを証す

る書類

(動物取扱業登録証)

第５条の４ 条例第10条の５第２項の動物取扱業登録

証及び条例第10条の８第２項の動物取扱業登録証は､

様式第２号の３によるものとする｡

(動物取扱業の変更の登録等)

第５条の５ 条例第10条の７第１項ただし書の規則で

定める軽微な変更は､ 次の各号のいずれかに該当す

る変更とする｡

(１) 主として取り扱う動物の数の変更であって､

当該変更に係る数が10未満又は変更前の数の30パー

セント未満であるもの

(２) 飼育施設の構造の変更のうち動物を飼育し､

又は保管する設備等の配置に係るものであって､

当該変更に係る部分の床面積が飼育施設の延べ床

面積の30パーセント未満であるもの

(３) 飼育施設の規模の変更であって､ 当該変更に

係る部分の床面積が変更前の延べ床面積の30パー

セント未満であるもの

２ 条例第10条の７第２項の規則で定める事項は､ 次

に掲げるとおりとする｡

(１) 条例第10条の７第１項に規定する登録業者の

氏名及び住所 (法人にあっては､ 名称､ 代表者の
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氏名及び主たる事務所の所在地)

(２) 飼育施設を設置する事業所の名称及び所在地

(３) 登録番号

(４) 変更予定年月日

(５) 変更の理由

３ 条例第10条の７第２項の申請書は､ 様式第２号の

４によるものとする｡

４ 条例第10条の７第３項において準用する条例第10

条の４第３項の規則で定める書類は､ 第５条の３第

３項各号に掲げる書類のうち変更をしようとする事

項に係るものとする｡

５ 条例第10条の７第４項の規定による変更の届出は､

様式第２号の５による届出書を提出してしなければ

ならない｡

(登録業者の地位の承継の届出)

第５条の６ 条例第10条の９第２項の規定による承継

の届出は､ 様式第２号の６による届出書を提出して

しなければならない｡

２ 前項の届出書には､ 次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない｡

(１) 承継の原因が相続である場合にあっては､ 戸

籍謄本

(２) 承継の原因が相続である場合であって､ 相続

人が２人以上あるときは､ 届出者以外の相続人全

員の同意書

(３) 承継の原因が合併である場合にあっては､ 合

併後存続する法人又は合併により設立された法人

の登記簿謄本

(飼育施設の使用の廃止の届出)

第５条の７ 条例第10条の10の規定による廃止の届出

は､ 様式第２号の７による届出書を提出してしなけ

ればならない｡

(動物取扱業登録証の再交付の申請)

第５条の８ 条例第10条の11第１項の規定による再交

付の申請は､ 様式第２号の８による申請書を提出し

てしなければならない｡

(立入調査等を行う職員の身分を示す証明書)

第５条の９ 条例第10条の17第２項及び条例第25条第

２項の身分を示す証明書は､ 様式第２号の９による
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ものとする｡

(特定動物の飼育許可の申請)

第７条 略

２ 略

３ 条例第11条第３項第３号の規則で定める書類は､

次に掲げるとおりとする｡

(１) 飼育施設の構造詳細図､ 配置図及び付近の見

取図

(２)及び(３) 略

第19条 削除

(特定動物の飼育許可の申請)

第７条 略

２ 略

３ 条例第11条第３項第３号の規則で定める書類は､

次に掲げるとおりとする｡

(１) 飼育施設 (条例第２条第４号に規定する飼育

施設をいう｡ 以下同じ｡) の構造詳細図､ 配置図

及び付近の見取図

(２)及び(３) 略

(立入調査等を行う職員の身分を示す証明書)

第19条 条例第25条第２項の身分を示す証明書は､ 様

式第14号によるものとする｡



第２条 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を次のように改正する｡

様式第２号の次に次の８様式を加える｡

様式第２号の２ (第５条の３関係)

(表)

動 物 取 扱 業 登 録 申 請 書

職 氏 名 様

動物取扱業の登録を受けたいので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の４第２項の規定によ

り､ 関係書類を添えて次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )
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事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地
(電話番号 )

動物取扱業

種 別 販 売 保 管 貸出し 訓 練 展 示

具体的

な内容

主として取り

扱う動物の種

類 及 び 数

ほ乳類

鳥 類

は虫類

飼育施設の構造及び規模

建 築 様 式

木造 木造モルタル造 鉄骨・鉄筋コンクリート 鉄筋

コンクリート造 コンクリートブロック造

[その他 ]

延べ床面積 ㎡

床
コンクリート タイル 厚板 土 石材金属板

[その他 ]



(裏)

注１ ｢動物取扱業｣ の ｢種別｣ の欄は､ 該当するものすべてを○で囲むこと｡

２ ｢動物取扱業｣ の ｢具体的な内容｣ の欄には､ ｢種別｣ において○で囲んだ種別の内容をできるだけ

具体的に記載すること｡

３ ｢主として取り扱う動物の種類及び数｣ 欄には､ ほ乳類､ 鳥類及びは虫類の別に当該事業所で常時取

り扱う代表的な種類をそれぞれ３種 (３種未満の動物しか取り扱わない事業所においては､ その取り扱

う種すべて) 挙げ､ それぞれの種の次にその標準的な取扱数を括弧書で記載すること｡

４ ｢飼育施設の構造及び規模｣ の欄は､ 建築様式及び床について該当するものがあれば○で囲み､ その

他の場合及び延べ床面積については空欄に該当する事項を記載すること｡

５ ｢飼育施設の管理の方法｣ の欄は､ 該当するものを○で囲み､ その他の場合については､ 空欄にでき

るだけ具体的に記載すること｡

６ 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡

添付書類

１ 動物を飼育し､ 又は保管する設備､ 給水設備､ 施設又は設備の洗浄及び消毒に必要な設備並びにえさ

等を保管する設備の配置を示した飼育施設の平面図

２ 飼育施設の立面図及び付近の見取図

３ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (以下 ｢条例｣ という｡) 第10条の３第１項の動物取扱責任

者が同条第２項に規定する者に該当するものであることを証する書類

４ 特定動物を取り扱う場合にあっては､ 条例第11条第１項の規定による許可を受けたことを証する書類
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飼育施設の管理の方法

排 水 処 理

の 方 法

公共の下水道に直接放流 浄化装置で処理後に公共の下水道

に放流 浄化装置で処理後に公共の溝きょに放流

[その他 ]

廃 棄 物 の

処 理 方 法

一般廃棄物として処理 焼却処理 埋却処理

[その他 ]

動物の死体

処理の方法

一般廃棄物として処理 焼却処理 埋却処理

[その他 ]

消毒の方法
薬剤消毒 熱水消毒 紫外線消毒

[その他 ]

動物取扱責任者の氏名

営業開始予定年月日 年 月 日



様式第２号の３ (第５条の４関係)

動 物 取 扱 業 登 録 証

登録年月日 (変更の登録年月日) 年 月 日

職 氏名 印
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登 録 番 号 第 号

氏 名

(法人にあっては､ 名称及び代

表者の氏名)

住 所

(法人にあっては､ 主たる事務

所の所在地)

事 業 所
名 称

所 在 地

動 物 取 扱 業 の 種 別

主として取り扱う動物の種類

動 物 取 扱 責 任 者 の 氏 名



様式第２号の４ (第５条の５関係)

動 物 取 扱 業 変 更 登 録 申 請 書

職 氏 名 様

動物取扱業の登録を受けた事項の変更の登録を受けたいので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第

10条の７第２項の規定により､ 関係書類を添えて次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )

注 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡

添付書類

１ 飼育施設の構造又は規模を変更する場合にあっては､ 動物を飼育し､ 又は保管する設備､ 給水設備､

施設又は設備の洗浄及び消毒に必要な設備並びにえさ等を保管する設備の配置を示した飼育施設の平面

図並びに飼育施設の立面図

２ 動物取扱責任者を変更する場合にあっては､ その者が鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (以下

｢条例｣ という｡) 第10条の３第２項に規定する者に該当するものであることを証する書類

３ 新たに特定動物を取り扱う場合にあっては､ 条例第11条第１項の規定による許可を受けたことを証す

る書類

鳥 取 県 公 報 (号外)第73号平成15年４月30日 水曜日22

事 業 所 の 名 称

事業所の所在地

登 録 番 号 第 号

変更予定年月日 年 月 日

変
更
内
容

変 更 事 項

変 更 前

変 更 後

変 更 理 由



様式第２号の５ (第５条の５関係)

動 物 取 扱 業 登 録 事 項 変 更 届

職 氏 名 様

動物取扱業の登録を受けた事項に変更があったので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の７

第４項の規定により､ 次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )

注 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡
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事 業 所 の 名 称

事業所の所在地

登 録 番 号 第 号

変 更 年 月 日 年 月 日

変
更
内
容

変 更 事 項

変 更 前

変 更 後

変 更 理 由



様式第２号の６ (第５条の６関係)

登 録 業 者 地 位 承 継 届

職 氏 名 様

登録業者の地位を承継したので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の９第２項の規定により､

次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )

注 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡

添付書類

１ 承継の原因が相続である場合にあっては､ 戸籍謄本

２ 承継の原因が相続である場合であって相続人が２人以上あるときは､ 届出者以外の相続人全員の同意

書

３ 承継の原因が合併である場合にあっては､ 合併後存続する法人又は合併により設立された法人の登記

簿謄本
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事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

登 録 番 号 第 号

承 継 年 月 日 年 月 日

被
承
継
者

氏 名

(法人にあっては､ 名

称及び代表者の氏名)

住 所

(法人にあっては､ 主

たる事務所の所在地)

承 継 の 原 因



様式第２号の７ (第５条の７関係)

動 物 取 扱 業 飼 育 施 設 使 用 廃 止 届

職 氏 名 様

動物取扱業の飼育施設の使用を廃止したので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の10の規定

により､ 次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )

注 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡

添付書類 動物取扱業登録証
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事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

登 録 番 号 第 号

廃 止 年 月 日 年 月 日

廃 止 の 理 由



様式第２号の８ (第５条の８関係)

動 物 取 扱 業 登 録 証 再 交 付 申 請 書

職 氏 名 様

動物取扱業登録証を紛失 (損傷) したので､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の11第１項の

規定により､ 次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者 住 所

氏 名 �

(法人にあっては､ 主たる事務所の

所在地､ 名称及び代表者の氏名)

(電話番号 )

注 氏名を自署する場合には､ 押印を省略することができる｡

添付書類 動物取扱業登録証を損傷した場合にあっては､ 当該動物取扱業登録証
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事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

登 録 番 号 第 号

登 録 年 月 日 年 月 日

動物取扱業登録証を紛失

し､ 又は損傷した年月日
年 月 日

紛 失 ・ 損 傷 の 別



様式第２号の９ (第５条の９関係)

(表)
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第 号

立 入 調 査 員 証 明 書

所 属

職 名

氏 名

上記の者は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第10条の17第１項及び第25条第１項の規定により

立入調査等を行う職員であることを証する｡

年 月 日

職 氏名 印



(裏)

鳥 取 県 公 報 (号外)第73号平成15年４月30日 水曜日28

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (抜すい)

(立入調査等)

第10条の17 知事は､ この章の規定の施行に必要な限度において､ 飼育施設を設置して動物取扱業を営む

者から飼育施設の状況､ その取り扱う動物の管理の方法その他必要な事項に関し報告を求め､ 又はその

職員に､ 当該動物取扱業を営む者の飼育施設を設置する事業所その他関係のある場所に立ち入り､ 飼育

施設その他の物件を調査させ､ 若しくは関係者に質問させることができる｡

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から請求

があったときは､ これを提示しなければならない｡

３ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は､ 犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない｡

(立入調査等)

第25条 知事は､ この条例 (第２章の２の規定を除く｡) の施行に必要な限度において､ 飼い主から必要

な報告を求め､ 又はその職員に､ 飼育施設､ 飼育施設のある土地若しくは建物その他関係のある場所に

立ち入り､ 動物の飼育に関し､ 飼育施設その他の物件を調査させ､ 若しくは関係者に質問させることが

できる｡

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から請求

があったときは､ これを提示しなければならない｡

３ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は､ 犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない｡

第29条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は､ 20万円以下の罰金に処する｡

(１)～(４) 略

(５) 第10条の17第１項の規定による調査を拒み､ 妨げ､ 若しくは忌避し､ 又は同項の規定による質問

に対し陳述をせず､ 若しくは虚偽の陳述をした者

第31条 次の各号のいずれかに該当する者は､ ５万円以下の罰金又は科料に処する｡

(１)～(６) 略

(７) 第25条第１項の規定による調査を拒み､ 妨げ､ 若しくは忌避し､ 又は同項の規定による質問に対

し陳述をせず､ 若しくは虚偽の陳述をした者



様式第14号を削る｡

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成15年５月１日から施行する｡

(みなし登録業者の動物取扱業登録証)

２ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 (平成15年鳥取県条例第29号) 附則第７項の

動物取扱業登録証は､ 改正後の鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則様式第２号の３によるものと

する｡ この場合において､ 同様式中 ｢登録年月日 (変更の登録年月日)｣ とあるのは､ ｢動物取扱責任者の届出

年月日｣ とする｡

鳥取県建設工事執行規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成15年４月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第53号

鳥取県建設工事執行規則の一部を改正する規則

鳥取県建設工事執行規則 (昭和48年鳥取県規則第66号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(履行遅滞の場合における損害金)

第58条の２ 略

２ 前項の損害金の額は､ 請負代金の額から工事の出

来形部分に相応する請負代金の額を控除した額につ

き､ 遅延日数に応じ､ 年3.6パーセントの割合で計

算して得た額とする｡

(請負代金の支払)

第59条 略

２ 略

３ 請負者は､ 知事がその責めに帰すべき事由により

前項の期間 (以下 ｢約定期間｣ という｡) 内に請負

代金を支払わないときは､ その遅延日数に応じ､ 未

支払金額につき､ 年3.6パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息の支払を請求することができる｡ こ

の場合において､ 知事がその責めに帰すべき事由に

より第52条第１項の期間内に完成検査をしなかった

ときは､ その期限を経過した日から完成検査をした

日までの期間の日数 (以下 ｢検査遅延日数｣ という｡)

(履行遅滞の場合における損害金)

第58条の２ 略

２ 前項の損害金の額は､ 請負代金の額から工事の出

来形部分に相応する請負代金の額を控除した額につ

き､ 遅延日数に応じ､ 年8.25パーセントの割合で計

算して得た額とする｡

(請負代金の支払)

第59条 略

２ 略

３ 請負者は､ 知事がその責めに帰すべき事由により

前項の期間 (以下 ｢約定期間｣ という｡) 内に請負

代金を支払わないときは､ その遅延日数に応じ､ 未

支払金額につき､ 年8.25パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息の支払を請求することができる｡ こ

の場合において､ 知事がその責めに帰すべき事由に

より第52条第１項の期間内に完成検査をしなかった

ときは､ その期限を経過した日から完成検査をした

日までの期間の日数 (以下 ｢検査遅延日数｣ という｡)



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成15年５月１日から施行する｡

(経過措置)

２ 改正後の鳥取県建設工事執行規則 (以下 ｢新規則｣ という｡) の規定は､ この規則の施行の日以後に相手方

を決定する請負契約に係る新規則第58条の２第１項の損害金､ 新規則第59条第３項及び第62条第３項の遅延利

息並びに新規則第72条第３項の利息 (以下 ｢損害金等｣ という｡) について適用し､ 同日前に相手方を決定し

た請負契約に係る損害金等については､ なお従前の例による｡
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は､ 約定期間の日数から差し引くものとし､ 検査遅

延日数が約定期間の日数を超えるときは､ 約定期間

は検査遅延日数が約定期間の日数を超えた日におい

て満了したものとみなす｡

(前払金の返還)

第62条 略

２ 略

３ 知事は､ 請負者が第１項の期間内に前２項の規定

により返還すべき額を返還しないときは､ その遅延

日数に応じ､ 未返還額につき年3.6パーセントの割

合で計算した額の遅延利息の支払を請求することが

できる｡

(解除に伴う措置)

第72条 略

２ 略

３ 知事は､ 第１項の場合において､ 第60条の規定に

よる前払金があったときは､ 当該前払金の額 (第65

条の規定による部分払をしているときは､ その部分

払において償却した前払金の額を控除した額) を同

項前段の出来形部分に相応する請負代金の額から控

除する｡ この場合において､ 受領済みの前払金額に

なお余剰があるときは､ 請負者は､ 解除が第69条の

規定によるときにあっては､ その余剰額に前払金の

支払の日から返還の日までの日数に応じ年3.6パー

セントの割合で計算した額の利息を付した額を､ 解

除が第70条又は前条の規定によるときにあっては､

その余剰額を知事に返還しなければならない｡

４～８ 略

は､ 約定期間の日数から差し引くものとし､ 検査遅

延日数が約定期間の日数を超えるときは､ 約定期間

は検査遅延日数が約定期間の日数を超えた日におい

て満了したものとみなす｡

(前払金の返還)

第62条 略

２ 略

３ 知事は､ 請負者が第１項の期間内に前２項の規定

により返還すべき額を返還しないときは､ その遅延

日数に応じ､ 未返還額につき年8.25パーセントの割

合で計算した額の遅延利息の支払を請求することが

できる｡

(解除に伴う措置)

第72条 略

２ 略

３ 知事は､ 第１項の場合において､ 第60条の規定に

よる前払金があったときは､ 当該前払金の額 (第65

条の規定による部分払をしているときは､ その部分

払において償却した前払金の額を控除した額) を同

項前段の出来形部分に相応する請負代金の額から控

除する｡ この場合において､ 受領済みの前払金額に

なお余剰があるときは､ 請負者は､ 解除が第69条の

規定によるときにあっては､ その余剰額に前払金の

支払の日から返還の日までの日数に応じ年8.25パー

セントの割合で計算した額の利息を付した額を､ 解

除が第70条又は前条の規定によるときにあっては､

その余剰額を知事に返還しなければならない｡

４～８ 略



人 事 委 員 会 規 則

不利益処分についての不服申立てに関する規則及び職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を

改正する規則をここに公布する｡

平成15年４月30日

鳥取県人事委員会委員長 奥 田 悦 子

鳥取県人事委員会規則第15号

不利益処分についての不服申立てに関する規則及び職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一

部を改正する規則

(不利益処分についての不服申立てに関する規則の一部改正)

第１条 不利益処分についての不服申立てに関する規則 (平成８年鳥取県人事委員会規則第13号) の一部を次の

ように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該

改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を

加える｡

(職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部改正)

第２条 職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則 (平成10年鳥取県人事委員会規則第15号) の一部を次

のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(不服申立ての受理又は却下)

第９条 略

２ 不服申立書が郵便又は民間事業者による信書の

送達に関する法律 (平成14年法律第99号) 第２条第

６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９

項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に

規定する信書便 (第71条第１項において ｢郵便等｣

という｡) で提出された場合における不服申立期間

の計算については､ 送付に要した日数は､ 算入しな

い｡

(文書の送付)

第71条 文書の送付は､ 使送又は郵便等によって行う｡

２及び３ 略

(不服申立ての受理又は却下)

第９条 略

２ 不服申立書が郵便で提出された場合における不

服申立期間の計算については､ 郵送に要した日数

は､ 算入しない｡

(文書の送付)

第71条 文書の送付は､ 使送又は郵送によって行う｡

２及び３ 略



附 則

この規則は､ 公布の日から施行する｡
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改 正 後 改 正 前

(文書の送付)

第28条 人事委員会がこの規則に基づき文書を送付す

るときは､ 使送又は郵便若しくは民間事業者による

信書の送達に関する法律 (平成14年法律第99号) 第

２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同

条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第

２項に規定する信書便 (次項において ｢使送等｣ と

いう｡) によって行うものとする｡

２ 人事委員会は､ 文書を受けるべき者の所在が知れ

ないとき､ その他使送等によって文書を送付するこ

とができないときは､ 前項の規定にかかわらず､ 公

示の方法によって文書を送付することができる｡

３ 略

(文書の送付)

第28条 人事委員会がこの規則に基づき文書を送付す

るときは､ 使送又は郵送によって行うものとする｡

２ 人事委員会は､ 文書を受けるべき者の所在が知れ

ないとき､ その他文書を使送し､ 又は郵送すること

ができないときは､ 前項の規定にかかわらず､ 公示

の方法によって文書を送付することができる｡

３ 略

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目220 鳥 取 県 【定価１部１か月2,200円 (送料を含む｡)】
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